
平成22年度保育対策等促進事業費補助金交付要綱 新旧対照表（案）  
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改正前  

（補助金の返還）  

12 厚生労働大臣は、交付すべき補助金の額を確定した場合において、既   
にその額を超える補助金が交付されているときは、期限を定めて、その   
越える部分について国庫に返還することを命ずる。   

（その他）  

13 特別の事情により、4、7、8及び11に定める算定方法又は手続によ   
ることができない場合には、あらかじめ厚生労働大臣の承認を受けてそ   
の定めるところによるものとする。  

（補助金の返還）  

12 （略）  

（その他）  

13 （略）  
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改正後  改正前   

別表  別表  

1区分   2 基  準  額   3 対象経費   4 補助率    1区分   2 基  準  額   3 対象経費   4 補助率  

1一時預かり事業  一時預かり事業に必要  ⊥∠ 

＿  

生塵呈   
保  保  

（年間延べ利用児童数により区分され  

女  士  
る次に定める額とする）  

R  日  
1か所当たり年額  

1，350、000円  
対  対  （300人以上900人未満）  

遇軋巴  
策  策  （900人以上1、500人未満）  

3、510、000円  
等  等  （1，500人以上2、100人未満）  

4，590，000円  
促  促  （2、100人以上2．700人未満）  

5．670、000円  
進  進  （乙700人以上3，300人未満）  

6、750、000円  
事  事  （3，300人以上3．900人未満）  

7β30、000円（3，900人以上）  
業  業  

※保育所型における経過措置分  
坐姐巴  

（25人以上300人未満）  

（2）地域密着Ⅱ型（地域密着型に頬す  
るもの）  

（年間延べ利用児童数により区分される  

次に定める額とする）  

1か所当たり年額  

1、215、000円  

（300人以上900人未満）  

一
会
丁
 
 
 



改正後  改正前  

2、187，000円   
（900人以上1．500人未満）  

3，159，000円  
（1、500人以上2、100人未満）  

4．131，000円  
（2，100人以上2，700人未満）  

5，103，000円  
（2，700人以上3．300人未満）  

6，075，000円  

（3，300人以上3．900人未満）  

7、047、000円（3、900人以上）  

※（1）及び（2）ともに、1日当たり  
4時間未満の利用児童については、2  
人で1人と算定すること  

エ 特定保育事業   1／3                                                     特定保育事業に必要な  ヱ 特定保育事業   特定保育事業に必要な  
（年間延べ利用児童数により区分される  （年間延べ利用児童数により区分される  
次に定める額とする）  次に定める額とする）  

1か所当たり年額  1か所当たり年額  
270，000円  270，000円  

（25人以上300人未満）  （25人以上300人未満）  

810，000円  810，000円  
（300人以上600人未満）  （300人以上600人未満）  

1，350，000円  1，350，000円  
（600人以上900人未満）  （600人以上900人未満）  

1，890，000円  1，890，000円  
（900人以上1，200人未満）  （900人以上1，200人未満）  

2，430，000円  2，430，000円  
（1，200人以上1，500人未満）  （1，200人以上1，500人未満）  

2，970，000円  2，970，000円  
rl＿500人以上1＿800人夫濡）   

ニ司  
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改正後  改正前  

3，510，000円  3，510，000円  
（1，800人以上2，100人未満）  （1，帥0人以上2，100人未満）  

4，050，000円  4，050，000円  
（2，100人以上2，400人未満）  （2，100人以上2，400人未満）  

4，590，000円  4，590，000円  
（2，400人以上2、700人未満）  （2，400人以上2，700人未満）  

5，130，000円（乙700人以上）  5，130，000円（2，700人以上）  

※1日当たり4時間未満の利用児童に  ※1日当たり4時間未満の利用児童に  
ついては、2人で1人と算定すること  ついては、2人で1人と算定すること  

旦 休日■夜間保育事業   休日・夜間保育事業に  且休日・夜間保育事業  休日・夜間保育事業に  
必要な経費  必要な経費   

（1）休日保育事業（認可保育所）  （1）休日保育事業（認可保育所）  
①基本分  ①基本分  

（年間延べ利用児童数が210人以下）  （年間延べ利用児童数が210人以下）  
1か所当たり年額1，161、000円  1か所当たり年額1，176、000円  

②加算分  ②加算分  
（年間延べ利用児童数が210人を超  （年間延べ利用児童数が210人を超  

える場合、基本分に加え、次の単価を  える場合、基本分に加え、次の単価を  
加算）  加算）  

1か所当たり年額  1か所当たり年額  
80，500円  80，500円  

（210人超280人未満）  （210入超280人未満）  

241，500円  241，500円  
（280人以上350人未満）  （280人以上350人未満）  

402，500円  402，500円  
（350人以上420人未満）  （350人以上420人未満）  

563，500円  563，500円  
（420人以上490人未満）  （420人以上490人未満）  

724，500円  724，500円  
（490人以上560人未満）  （490人以上560人未満）  

－
会
？
 
 
 



改正後  改正前  

885，500円  
（560人以上630人未満）  

1，046，500円  
（630人以上700人未満）  

1，207，500円  
（700人以上770人未満）  

1，368，500円  
（770人以上糾0人未満）  

1，529，500円  
（840人以上910人未満）  

1，690，500円  
（910人以上980人未満）  

1，851，500円  
（980人以上1，050人未満）  

2，012，500円（1，050人以上）   

（2）休日保育事業（認可保育所以外）   

（∋基本分  

（年間延べ利用児童数が210人以下）  
1か所当たり年額  630，000円  

②加算分  
（年間延べ利用児童数が210人を超   
える場合、基本分に加え、次の単価   
を加算）  

1か所当たり年額  
63，000円  

（210人超28d人未満）  

189，000円  
（2gO人以上350人未満）  

315，000円  

（350人以上420人未満）  

885，500円  
（560人以上630人未満）  

1，046，500円  
（630人以上700人未満）  

1，207，500円  
（700人以上770人未満）  

1，368，500円  
（770人以上S40人未満）  

1，529，500円  
（840人以上910人未満）  

1，690，500円  
（910人以上980人未満）  

1，851，500円  
（980人以上1，050人未満）  

2，012，500円（1，050人以上）   

（2）休日保育事業（認可保育所以外）   

（訂基本分  

（年間延べ利用児童数が210人以下）  
1か所当たり年額  630，000円  

②加算分  
（年間延べ利用児童数が210人を超   
える場合、基本分に加え、次の単価   
を加算）  

1か所当たり年額  
63，000円  

（210人超280人未満）  

1S9，000円  
（280人以上350人未満）  

315，000円  
（350人以上420人未満）  

萄  
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改正後  改正前  

441，000円  
（420人以上490人未満）  

567，000円  
（490人以上560人未満）  

693，000円  

（560人以上630人未満）  

819，000円  
（630人以上700人未満）  

945，000円  
（700人以上770人未満）  

1，071，000円  
（770人以上840人未満）  

1，197，000円  
（840人以上910人未満）  

1，323，000円  

（910人以上980人未満）  

1，449，000円  
（粥0人以上1，050人未満）  

1，575，000円（1，050人以上）   

（3）夜間保育推進事業（認可保育所）   
1か所当たり年額  2，460，000円   
（ただし、事業期間が6か月未満の  
保育所にあっては、1，230，000円）   

（4）夜間保育推進事業  
（認可保育所以外）   

1か所当たり年額  1，500，000円   
（ただし、事業期間が6か月未満の  
施設にあっては、750，000円）  

441，000円  
（420人以上490人未満）  

567，000円  

（490人以上560人未満）  

693，000円  
（560人以上630人未満）  

819，000円  
（630人以上700人未満）  

945，000円  
（700人以上770人未満）  

1，071，000円  
（770人以上840人未満）  

1，197，000円  
（840人以上910人未満）  

1，323，000円  
（910人以上980人未満）  

1，449，000円  
（980人以上1，050人未満）  

1，575，000円（1，050人以上）   

（3）夜間保育推進事業（認可保育所）   
1か所当たり年額  2，460，000円   
（ただし、事業期間が6か月未満の  
保育所にあっては、1，230，000円）   

（4）夜間保育推進事業  

（認可保育所以外）   

1か所当たり年額  1，500，000円   
（ただし、事業期間が6か月未満の  
施設にあっては、750，000円）   



改正前  改正後  

病児・病後児保育事業  
に必要な経費  

生 病児・病後児保育事業  
（1）病児対応型  

①基本分   
1か所当たり年額 り叩朋0町  

②加算分   
（基本分に加え、年間延べ利用児童   

数により区分される次に定める額を  
加算）   

1か所当たり年額  
500，000円  

（10人以上50人未満）  

岬000円  
（50人以上200人未満）  

叩000円  
（200人以上000人未満）  

5、750．000円  
（000人以上600人未満）  

7，750，000円  
（600人以上8㈹人未満）  

9，750，000円  
（S00人以上1，000人未満）  

11，750，000円  
（1，000人以上1プ㈹人未満）  

13，750，000円  
（1β00人以上1，400人未満）  

15，750，000円  
（1，400人以上1，6㈹人未満）  

17，750，000円  
（1，600人以上1，800人未満）  

19，750，000円  
（1，800人以上2，000人未満）  

病児・病後児保育事業  
に必要な経費  

乙 病児・病後児保育事業  
（1）病児対応型  

①基本分  
1か所当た・り年額 卿000円  

②加算分   
（基本分に加え、年間延べ利用児童   

数により区分される次に定める額を  
加算）   

1か所当たり年額  
500，000円  

（10人以上50人未満）  

ちラPO，000円  
（50人以上200人未満）  

！り即，000円  
（200人以上400人未満）  

卿000円  
（400人以上600人未満）  

7，750，000円  
（600人以上800人未満）  

9，750，000円  
（800人以上1，000人未満）  

11，750，000円  
（1，000人以上1，200人未満）  

13，750，000円  
（1，200人以上1，400人未満）  

15，750，000円  
（1，400人以上1，600人未満）  

17，750，000円  
（1，600人以上1，800人未満）  

19，750，000円  
（1，800人以上2，000人未満）  

「．、－てr‾▼      丁   ＿   ‾ ‾‾ ‾＝   i こ「こr「て‾＝i「丁  ‾■■■   



改正前  改正後  

（2）低所得者減免分加算（病児対応型）   

ア 生活保護法による被保護者世帯  
5，000円× 年間延利用人員   

イ 市区町村民税非課税世帯  
2，500円× 年間延利用人員  

⊥ 

（2）低所得者減免分加算（病児対応型）   

ア 生活保護法による被保護者世帯  
5，000円× 年間延利用人員   

イ 市区町村民税非課税世帯  
2，500円× 年間延利用人員   

（3）普及定着促進費（病児対応型）  
当たり年額 500  

か月未満の  事業期間が6   （ただし  

000円）  施にあっては、250   聯）∴  
（且）病後児対応型   

（訂基本分   

1か所当たり年額  

（4）病後児対応型   

①基本分   
1か所当たり年額  

②加算分  
（基本分に加え、年間延べ利用児童  

数により区分される次に定める額を  

加算）  

1か所当たり年額  

400，000円  
（10人以上50人未満）  

t；ラノさ 

（50人以上200人未満）  

建旦理独円  
（200人以上400人未満）  

②加算分  
（基本分に加え、年間延べ利用児童  

数により区分される次に定める額を  
加算）  

1か所当たり年額  
400，000円  

（10人以上50人未満）  

（50人以上200人未満）  

（200人以上400人未満）  

二・ 
（400人以上600人未満）   

6，800，000円  
（600人以上800人未満）   

8，700，000円  
（800人以上1，000人未満）   

10，600，000円   
（1，000人以上1，200人未満）  

（400人以上600人未満）  

6，800，000円  
（600人以上800人未満）   

8，700，000円  
（800人以上1，000人未満）   

10，600，000円  
（1，000人以上1，200人未満）   



改正後  改正前  

12，500，000円  12，500，000円  
（1，200人以上1，400人未満）  （1，200人以上1，400人未満）  

14，400，000円  14，400，000円  
（1，400人以上1，600人未満）  （1，400人以上1，600人未満）  

16，300，000円  16，300，000円  
（1，600人以上1，800人未満）  （1，600人以上1，800人未満）  

18，200，000円  18，200，000円  
（1，800人以上2，000人未満）  （1，800人以上2，000人未満）  

20，100，000円（2，000人以上）  20，100，000円（2，000人以上）  

（．旦）低所得者減免分加算  （A）低所得者減免分加算  
（病後児対応型）  （病後児対応型）  

．ア生活保護法による被保護者世帯  ア生活保護法による被保護者世帯  
5，000円×年間延利用人員  5，000円×年間延利用人員  

イ市区町村民税非課税世帯  イ市区町村民税非課税世帯  
2，500円×年間延利用人員  2，500円×年間延利用人員  

（千円未満切り捨て）  
（6）普及定着促進費（病後児対応型）  

1か所当たり年額500．000円  
（ただし、事業期間が6か月未満の  

施施にあっては、250．000円）  

（事業開始年度限り）  

（エ）体調不良児対応型  （且）体調不良児対応型  
1か所当たり年額4，330，000円  1か所当たり年額4、4軋000円  

（ただし、事業期間が6か月未満の  （ただし、事業期間が6か月未満の  
施施にあっては、2、160、000円）  施施にあっては、2，200、000円）  

A 待機児童解消促進等事業   待機児童解消促進等事  ．旦待機児童解消促進等事業  待機児童解消促進等事  
業に必要な経費  業に必要な経費  

（1）送迎保育ステーション試行事業  
良妻茎盈  
1か所当たり年額 13．3阻000円  

（ただし、事業期間が6か月未満の  
施設にあっては、6、693，000円）  

塁賃塵塑  
1か所当たり年額3、000、000円  
（ただし、事業期間が6か月未満の  

施設にあっては、1＿500＿000円）   

一
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改正後  改正前  

止⊥家庭的保育事業  
（∋家庭的保育者経費  

児童1人当たり月額 過円   
②家庭的保育支援者経費  

ア 家庭的保育者6人以上に対し  
配置する場合  

家庭的保育支援者1人当たり年額  

〔且L家庭的保育事業   

①家庭的保育者経費  
児童1人当たり月額 興巴   

②家庭的保育支援者経費  
ア 家庭的保育者6人以上に対し  

配置する場合  
家庭的保育支援者1人当たり年額  

（ただし、事業期間が6か月未満の  （ただし、事業期間が6か月未満の  
場合は、卿）   
イ 家庭的保育者3～5人に対し  

配置する場合   
家庭的保育支援者1人当たり年額  

＝．jlLぃぃO P】  

（ただし、事業期間が6か月未満の  

000円）   場合は、2  

イ 家庭的保育者3～5人に対し  
配置する場合   

家庭的保育支援者1人当たり年額  
＝、コ7Jヱ0（）0円  

（ただし、事業期間が6か月未満の  
場合は、1  000円）   場合は、1  000円）   

③連携保育所又は実施保育所経費   
ア 基本分  

1か所当たり年額600，000円   
（ただし、事業期間が6か月未満の  
場合は、300，000円）   

イ 加算分  
基本分に加え家庭的保育者1人  
につき次の年額単価を加算  

110，000円   

（ただし、事業期間が6か月未満の  
場合は、55，000円）   

乞且L認可化移行促進事業   
1か所当たり年額  2，000，000円   
（ただし、事業期間が6か月未満の  
場合は、1，000，000円）   

追⊥保育所分園推進事業   
1か所当たり年額  1，200，000円   
（ただし、事業期間が6か月未満の  
場合は、600，000円）  

③連携保育所又は実施保育所経費   
ア 基本分  

1か所当たり年額600，000円   
（ただし、事業期間が6か月未満の  
場合は、300，000円）   

イ 加算分  
基本分に加え家庭的保育者1人  
につき次の年額単価を加算  

110，000円   
（ただし、事業期間が6か月未満の  
場合は、55，000円）   

上且L認可化移行促進事業   
1か所当たり年額   2，000，000円   

（ただし、事業期間が6か月未満の  
場合は、1，000，000円）   

⊥4 

1か所当たり年額  1，200，000円   
（ただし、事業期間が6か月未満の  
場合は、600，000円）   

L亘 

1事業当たり年額  聖二辿狼男  

L旦＿L認可外保育施設の衛生・安全対策   

事業   

（旦⊥保育所体験特別事業  
1事業当たり年額  848  

L巨 

事業  



改正後  改正前  

旦保育県境改善等事業  保育環境改善等事業に  且保育衆境改善等事業  保育環境改善等事業に  

必要な経費  必要な経費  

（1）基本改善事業  （1）基本改善事業  

1事業当たり 7，000，000円  1事業当たり 7，000，000円  

（2）環境改善事業  （2）環境改善事業  

1事業当たり 1，000，000円  1事業当たり 1，000，000円  

6延長保育促進事業  延長保育促進事業に必  

墓室塵真  

（1）延長保育推進事業（基本分）  
1か所当たり年額4．600、000円  

（2）延長保育事業（加算分）  
（延長時間により区分される次に定め  

る額とする）  

1事業当たり年額  
迎迎・旦 

（延長時間30分）  

1、400，000円  
（延長時間1時間）  

2、200，000円  
（延長時間2～3時間）  

4、600、000円  
（延長時間4～5時間）  

5、400，000円  
（延長時間6時間以上）  

（ただし、（1）及び（2）ともに事業  
期間が6か月未満の施設にあっては、該  
する1か所（事業）当たり年額に2分の  
1を乗じて得た額を基準額とする）   

Jヽ 1■  
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別紙様式1  

平成年度保育対策等促進事業費国庫補助金調書  

厚生労働省所管  都道府県  
名  

年金特別会計児王手当勘定  

国  地  方  公  共  団  体  

歳  入  歳  出  
備 考  

歳 出 予 算 科 目   うち国庫補  交付決定額  補助率  科目  予算現綾  収入済鋲  科目  予算現額  うち国庫補 助金相当頼  支出済額   助金相当額  

駐  
（組織）厚生労働本省  円  円   円  円   円   円   円  

（項）児主音成事業費  

国  
（事項）特別保育等に必要な韓費  

（自）児壬育成事業費補助金  

詔  保育対策等促進事業費  

ノし                          （注）1り敵方吏′・」の「柑」は、の   斗日に、応  分 で 分 こと。  
2「予算現頼」は、当初予算臥補正予算臥予備費支出績、流用増△減額等の区分を明記すること。   

別紙様式1（略）   

蓮  

国  

督  
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平成 年度保育対策等促進事業雲国庫補助金所要額総括表  

都 道 府 県  
指 定 都 市名  
中  核  市  

区  分   国庫補助基本額  要国庫補助額  

円  円   
備考   

保育対策等促進事業費  

贈   

監≡   

夜   

空   

簾  

別表1（略）   

－463－  



別表2  

平成 年度保育対策等促進事業費国庫補助金所要奄暴内訳表  
都道府県名  

合計 勧遣府黒  

区分内部  （三）  か所】枚    対象緑1■       基準 額  ⑥   遺定   芸  
②  ⑳  ④  ⑦ 捕芸額  

カヽ所  円  lコ】  円  円  円  円  円  円   円  
1 ＿－8i疇ムヽり重量  

／ク11■l錮■■2儀■t－  

乙」附走辟事■稟  
L休日・11間保育事業  r   ）  

拓  
（1）株声優t事業（；王『優書所）  

（之）休日僕書書よ（注可僕書所以外）  

（a）夜蘭僕1推進事象（辻可條t所〉  （  ）  

（ヰ）夜lⅥ係t推遺書集   

出  
（盲豪可1羊t所以一汁〉  （  ）  

L病児・■練児保書事業  （  ）  

（1）病ヱた対応型  

【之）低所得看加算（，■膿鑓〉  （  ）  

畜  
都道府県 合1汁  

長じ堆所1専有加算（病後北住量）  く   〉  
山江体調不良児；対応型  （  ）  

5．待】t児童解消促1尊書集  （  〉  

（  ）  

1え1★虹的優1事巣  （  ）  

ム吐逆可化捧行促ヨ■】■】■  （  ）  

即t斬分tl推うt■共  （  ）  

点辻僕t所体故楕別事巣  
山il認可づ什僕1施設の惰生・   
こ一 ∴二  

保育環壌改響事事業  
悩  （1）纂本故曹事萬  

合計   一一一一一r  l  

麗  （江）1．Uの（）は、6ケ月末洒一茶菅巽随一る一か前年り菅円軒で記入し・ま⊥≧1二1吏は漁免した人班菅・旦エむは】￥臓胴体 羊甥‖菅記入Tる－と・  
之．⑳は、千円朱5年切り】雷てで記入のこと．  

寂  

別表2  

ロコ  平成 年度保書対策等促進一事＃貴国庫補助金所要額内訳表  

書蜘  

振  ’こ ∴■  
■  ●  遭 走 鑓  剖十  

帥沢  ⑥  
か柵  （Z〉   

人  R  R  R  R  pl   R  

1一柳  
ヱJ沐8・鵬  l   ）  

（1）1鴨日優1■▼暮くず■町優▼I訴）  

（之〉休日優▼事暮（せ1町優丁断以外〉  

く■〉緻間傭1■稚1事■  

（‡書丘t所以外〉  （   1  

憩  
L削・脚  r    l  

（1）l輌比】噌l引巳  

国  
．臼止■t児ガ応巴  

合計  軌道府県  

督  ま－  r    ）  

エ11壬▲l勺1Rl■■‖■  
1  

ぷじ汗可化専1号色濃事▲  r ヽ  

ぷ止犀1■l訴分■推進事■  J    l  

山じ沈町外優▼ヰ致の■l生・  

安食コ相集事薫  
ト・ト・・声∴」■一  
（1）暮．t故書事薫  

（ヱ）tt撫l■専一■  

i〔、く■≡1■●づ∴▼一ン  

J11t■ llO■●■嘉1tll▲くIl  r    l  

rク＼m上貞一1暮一触t胡ト1  r    l  

合t 一  ／  
り董＝．¢の【：lもわ月鵬を耕するーか馳を舶己入し・旦は」止ユー漉した人数を、嵐山は「初脚を、旦公は出藍莱久丁る－と・  

乙①l£千円大柳捨てで；已入・のこと．   

，
、
一
 
 

1
．
 
 
 



別表2  

平成 年度保育対策等促進事業雇層庫補助金所要額内訳表  

削新県名  
11払訂麻強弁  

対柑  
か克庁数  

区分内訳  
①       ▲＝1 （彰  警矧⑥可刺巻（草 遭定額 の額）（B               支と亡 ・モ e）  寄付合その他 の収入破 ③  景引破 （②｝3）三④  

か声斤   R   R  円   

＿⊥u出                （之）】轟i■l■■l轡  

】l 二■ 一 一 ▲  

L特定保育事左  

旦⊥休日・研保育事業   
橿  

r   ）  

（り休日優▼暮1（ま可優▼席）  

（2）休日燥★tl（紘可保★所以外）  

可優★所）   

出  
（ヰ）覆叫優▼I■逸事▲   

q匿可1暮書J折以外）   （  ）  

土偶外敵児俣t事業   （  ）  

（1）ホ児対応虻  

（之）場所嶋看加】■（病児址）  

詔  00市  
血   書加暮（ホ畿北里土）   

1  ）  

」主ユ体‡l不良児対応型   （  ）  

L行脚さ岨等事稟   （  ）  

【1）iよミロ4■t■スサーーし∃・ノi古書亨1」■  1  ）                    血暮且的快▼事★   

＿（＿＿）  

血敵可1ヒ】■栢促遺事】■  ＿⊥）  
止ユ優▼J箭分鳳檜‡■事▲  

血す▼斯休職疇別事ゴー  
」皇ユ瞳可外傷十施拉の衛生－   

安全対事事▲  
且＿傑t覆墳敬書等事芙  

（1〉i★歌書事▲  

（2）積壌モ故事▼▲  

合！汁  

（注）1Cの（  

別表2  

平成 年度保育対策等促進■業費周庫補助金所要額内訳表  

榔上■毛  

二     一  旺I正†■肋  醐  
か   基 準   

l区分内訳  

晋  ②  ¢〉  ）－⑧     ⑤  r眈（Sを比較 して少ない方 の臨）（8  （⑥x2／3〉  均  毒瑚1れ ・▼こニュ1・・  墓真瞳 （¢也⑧を比職 して少ない方 一二 
＝＝   

力ヽ所   円   円  R   円   
ユ」特定條▼事象  
乙＿休月・夜間任雷暮よ  （  ）  

（l）休日僕書暮t（比可侠▼所）  

（a）夜仰優★托遭■1くは可條★斬）  ¶J＿＿⊥  

（比可儀■所以外）  

憩  
rl  

L病児・織児優▼事糞  r    〕  

（り頼光対一石鷲  

（2）囁麒靖曹上玉公．加事（ホ児且丘旦〉  ＿＿⊥  

出  （3）暮カー■い旧；■■ト（ltl■ホI好：塑11   ＿＿＿⊥＿＿）  

必備併せ著度量且加■（病後火組数〉  
r《1】■■TF一寸R■－■lYt暮■l■士†d 

■▼⊥＿▲－」  

畜  ⊂〉○市  r）  

A一掃機光量解消堰遽零讐虞  （   1  

エ1⊥貪Il的僕書事▲  
q  

止ユは可化移行促進▼t  」  
血優▼節分中経遭事書  

＿＿＿⊥ ＿＿〉  

鑓可外錬▼                       1象ユ■  施酸の衛生・  

安全詞書事▲  
L保t傭書く幕事集  

（りi本歌暮事▲  

（2〉王一塊改書事1  

（111王」■■ll■l■1】■暮r暮土与Il r21扇ト■い■l■ttrナnl■与い   （  ）  

r    ）  

含；十  

注）1仕切  

－465－   


